
埼玉県小児慢性特定疾病医療費支給認定等実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号。以下「法」という。）第 19条の２の規定に基づく小児

慢性特定疾病医療費の支給（以下「医療費支給」という。）及び同法第 19 条の３第３項の規定に基

づく小児慢性特定疾病医療費の支給認定（以下「支給認定」という。）の事務手続及び運営等につい

ては、法、児童福祉法施行令（昭和 23年政令第 74 号。以下「令」という。）、児童福祉法施行規則

（昭和 23年厚生省令第 11 号。以下「規則」という。）、小児慢性特定疾病医療費支給認定実施要綱

（平成 26 年 12 月 3 日付雇児発第 1203 第２号別紙。以下「国要綱」という。）及び児童福祉法施行

細則（昭和４２年埼玉県規則第５９号。以下「施行細則」という。）によるほか、本実施要綱により

行う。 

  

 （支給認定の申請） 

第２条 国要綱第６に規定する支給認定の申請については、次の書類を添えて行うものとする。 

（１）小児慢性特定疾病医療費支給申請書（施行細則様式第１号の２。以下「支給申請書」という。） 

 （２）法第 19 条の３第１項に規定する診断書（以下「医療意見書」という。） 

 （３）医療意見書の研究利用についての同意確認書（様式第１号） 

 （４）児童等、医療費支給認定基準世帯員（支給認定に係る小慢児童等と同じ医療保険の被保険者

をいう。）及び申請者の医療保険各法に定める被保険者証等（以下「健康保険証」という。） 

 （５）支給認定世帯（支給認定に係る小慢児童等及び医療費支給認定基準世帯員で構成する世帯を

いう。）の所得の状況等が確認できる書類。ただし、被保護者（生活保護法（昭和 25 年法律

第 144 号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。）又は支援給付（中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第 30 号。以下「中国残留邦人等自立支援法」という。）第 14 条に規定する支

援給付をいう。）を受けている者は、それが確認できる資料。 

    また、支給認定世帯が市町村民税非課税世帯については、受給者に係る収入の状況が確認で

きる資料。 

 （６）医療保険者への情報提供等についての同意書（様式第２号） 

 （７）知事が、医療保険者への情報提供依頼を行う上で必要と認めた書類 

 （８）血友病の患者の場合は、健康保険又は国民健康保険特定疾病療養受療証（以下「受療証」と

いう。）の写し。 

 （９）その他知事が必要と認めた書類 

２ 国要綱第６の２に規定する重症患者認定申請は、重症患者認定申請書（様式第３号）により申請

を行うものとする。 

３ 国要綱第６の３に規定する人工呼吸器等装着者区分の認定の申請については、前項に規定する重

症患者認定申請書に人工呼吸器等装着者申請時添付書類（様式第４号）を添えて行うものとする。 

 

 （支給の認定等） 

第３条 国要綱第７に規定する様式は以下のとおりとする。 



 （１）国要綱第７の１（１）に規定する支給認定をしない旨の通知書 小児慢性特定疾病医療費支

給不認定通知書（様式第５号） 

 （２）国要綱第７の１（２）に規定する自己負担上限月額を記入した受給者証 小児慢性特定疾病

医療受給者証（施行細則様式第１号の 12。以下「受給者証」という。） 

２ 国要綱第７に規定する支給認定の審査手順については、知事が別に定める「埼玉県小児慢性特定

疾病審査会運営要領」によるものとする。 

３ 前条第２項及び第３項に規定する重症患者認定申請があったときは、別表１の「小児慢性特定疾病

重症患者認定基準」に基づいて審査を行うものとする。 

４ 国要綱第７の１（２）の規定により受給者証を交付するときは、児童等の加入する医療保険の保

険者へ高額療養費に係る所得区分を照会するとともに、保険者の認定した所得区分を受給者証に記

載するものとする。 

５ 知事は、医療意見書、人工呼吸器等装着者申請時添付書類の記載に不備があり認定の適否を判断

できないときは、認定の適否を保留し、申請書類に小児慢性特定疾病審査会委員意見書（様式第６

号）を添付して、管轄保健所を経由して申請者に補正を求めるものとする。 

 

 （有効期間） 

第４条 国要綱第７の１（３）に規定する有効期間については、「児童福祉法第 19 条の３第８項に基

づく小児慢性特定疾病医療費の支給開始日の遡りに係る取扱いについて（令和５年８月 29 日付け健

難発 0829 第３号厚生労働省健康局難病対策課長通知、以下「遡り取扱い通知」という。）」を踏ま

えて設定された日から申請の受理後最初に到来する９月 30 日までとする。ただし、申請の受理日が

７月１日から９月 30 日までの間で、知事が必要と認める場合は２度目に到来する９月 30 日までと

することができるものとする。また、前条第５項の規定により認定を保留し補正を求めた場合は、

補正された申請書類の受理日が、７月１日から９月 30 日までの間で、知事が必要と認める場合には、

その有効期間の終期を当該受理日から２度目に到来する９月 30 日までとすることができるものと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合には、有効期間の終期を制限年齢に到達する

日の前日とする。 

 （１）前項で定める有効期間内に、制限年齢に到達する場合 

 （２）前項で定める有効期間の終期から起算して３か月以内に制限年齢に到達する場合 

 

 （支給認定の変更） 

第５条 国要綱第８の７に規定する、医療受給者証等記載事項変更届は、小児慢性特定疾病医療費支

給認定申請事項変更届出書（施行細則様式第１号の７）とする。 

２ 国要綱第９の１に規定する支給認定の変更の申請を行う場合の申請書は、小児慢性特定疾病医療

費支給認定変更申請書（施行細則様式第１号の３）とする。ただし、国要綱第９の１①のうち重症

患者等区分の申請書は第２条第２項及び第３項の規定を準用し、③の小児慢性特定疾病の名称の変

更若しくは追加の申請書は第２条第１項第１号の支給申請書とする。 

３ 国要綱第９の２及び３に規定する支給認定の変更の認定を行わない旨の通知書は、小児慢性特定

疾病医療費支給認定変更申請に係る不認定通知書（様式第７号）とする。 



４ 国要綱第９の４に規定する変更の認定については、第３条第１項、第２項及び第５項の規定を準

用する。 

 

 （受給者証の再交付） 

第６条 受給者証の交付を受けている者が当該受給者証を破損、汚損又は失った場合は、医療受給者

証再交付申請書（施行細則様式第１号の 11）に当該受給者証（失った場合を除く。）及びその他知

事が必要と認めた書類を添付して保健所に提出することにより、再交付を受けることができるもの

とする。 

  なお、失った受給者証が発見されたときは、当該発見された受給者証は無効とする。 

 

（自己負担上限月額管理票） 

第７条 国要綱第９の２及び第 13 に規定する自己負担上限月額管理票は、小児慢性特定疾病医療費自

己負担上限月額管理票（様式第８号。以下「管理票」という。）とし、受給者証を交付する際に、必

要に応じて交付するものとする。 
２ 国要綱第 13 の３の規定により、受給者から管理票を提示された指定医療機関は支払った自己負担

の累積額及び医療費総額を管理票に記載するものであるが、当該月の自己負担の累積額が当該受給

者に適用された自己負担上限月額に達した後も、医療費総額を記載するものとする。 

 

 （支給認定の更新） 

第８条 受給者証の有効期間満了後も引き続き医療費の支給を受けようとするときは、受給者は有効

期間の満了する日までに申請するものとする。 

２ 前項の申請については、第２条の規定を準用する。ただし、知事が必要でないと認める書類につ

いては省略することができる。 

３ 前項の規定に基づく支給認定については、第３条の規定を準用する。 

４ 更新の受給者証を交付する際の有効期間の始期は現に交付している受給者証の有効期間満了日の

翌日とし、終期については第４条の規定を準用する。 

 

 （他実施主体からの転入） 

第９条 他実施主体において支給認定を受け、受給者証を所持している者が、本県に転入し引き続き

受給者証の交付を受けようとするときは、転入日の属する月の翌月の末日までに申請するものとす

る。 

２ 前項の申請については、第２条の規定を準用する。ただし、転入前において交付されていた受給

者証（以下「転入前受給者証」という。）の写し又は転入前の支給認定の内容を確認することがで

きる書類の添付がある場合は、医療意見書、人工呼吸器等装着者申請時添付書類並びに国要綱第６

の２①及び②に規定する資料（以下これらを総称して「医療意見書等」という。）の添付を省略す

ることができる。 

３ 前項ただし書きの書類がない場合は、申請者の同意により知事が他実施主体に照会を行い得られ

た情報をもって医療意見書等を省略することができるものとする。 

４ 知事は、第２項ただし書き又は前項の規定により医療意見書等を省略したときは、医学的審査を



行うことなく支給認定を行うことができるものとする。 

５ 受給者証の有効期間の始期は、転入日とし、第１項に規定する申請期限を過ぎて申請した場合は

第４条の規定を準用し設定される日と転入日のいずれか遅い日とする。ただし、第２項ただし書き

又は第３項の規定により医療意見書等を省略した者が第１項に規定する申請期限を過ぎて申請した

場合は申請の受理日とする。また、終期については第４条の規定を準用する。 

６ 前項の規定にかかわらず、第２項又は第３項の規定により医療意見書等の添付を省略した場合の有

効期間の終期は、次の各号に定めるとおりとする。 

 （１）申請日が７月１日から９月 30日までの間のとき 転入前受給者証の有効期間の終期（その日

が２度目に到来する９月 30 日後であるときは当該９月 30 日） 

 （２）申請日が前号以外のとき 転入前受給者証の有効期間の終期（その日が最初に到来する９月 30

日後であるときは当該９月 30日） 

７ 第２項の申請書類に基づき認定された受給者証の自己負担上限月額が、転入前受給者証の自己負

担上限月額から変更となる場合は、国要綱第９の２の規定を準用し、第１項の申請を行った日の属

する月の翌月（当該申請が行われた日が属する月の初日である場合は、当該月）の初日から新たな

自己負担上限月額を適用するものとする。 

８ 他実施主体から交付されていた受給者証の有効期間の満了後に申請する場合は、新規の支給認定

として取り扱うものとする。 

 

 （療養費の支給申請及び支払） 

第 10 条 法第 19 条の２第１項に基づき受給者に支給する医療費は、小児慢性特定疾病医療費として

支給すべき限度額において当該指定医療機関に支払うことにより、受給者に支給したものとみなす

（指定医療機関による小児慢性特定疾病医療費の代理受領）。ただし、指定医療機関による小児慢

性特定疾病医療費の代理受領が困難である場合は、受給者の申請に基づき、受給者に医療費を支給

することができる（以下「療養費の支給」という。）。 

２ 療養費の支給を受けようとする受給者は、小児慢性特定疾病療養費支給申請書（様式第９号の１

及び２。以下「療養費支給申請書」という。）及び小児慢性特定疾病療養証明書（様式第 10 号の１

及び２。ただし、他の書類により療養費支給額の確認ができると判断した場合はこの限りではない。）

に診療内容の明らかな領収書、その他知事が必要と認める書類を添えて、管轄保健所に提出するも

のとする。 

３ 知事は、前項の規定により療養費支給申請書を受理し、その内容を審査し適正なものと認めたと

きは、額を決定し、当該受給者に支払うものとする。 

 

 （台帳の整備） 

第 11 条 知事は、小児慢性特定疾病医療の支給状況を明確にしておくため、次に掲げる項目を記載し

た小児慢性特定疾病医療費支給台帳を整備するものとする。 

（１）公費負担者番号 

（２）受給者番号 

（３）保険区分 

（４）支給認定に係る小慢児童等の住所、氏名、性別及び生年月日 



（５）受給者の住所、氏名及び支給認定に係る小児慢性特定疾病児童との続柄 

（６）受診指定医療機関名 

（７）疾病名 

（８）疾患群 

（９）認定期間 

（10）入院・通院別実診療日数 

（11）転帰 

（12）自己負担上限月額 

 

 （個人情報の取扱い） 

第 12 条 この事業の実施に当たっては、個人情報の取扱いに十分留意することとする。 

 

 （その他） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項については、別に定めるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 27 年１月１日から施行する。 

２ 「埼玉県小児慢性特定疾患医療給付事業実施要綱（平成 17 年 10 月１日施行。以下「旧要綱」と

いう。）」は、廃止する。ただし、旧要綱の様式による用紙は、当分の間所要の調整をして使用す

ることができる。 

３ この要綱の施行日前に旧要綱の規定により実施された医療については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成28年１月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年１月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年７月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 



   附 則 

 この要綱は、平成30年９月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年５月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年７月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年３月30日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、改正前の要綱に定める様式による用紙は、

当分の間所要の調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


